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災害後の日常性を回復するためのリスクコミュニケーション

福島県立医科大学　災害こころの医学講座　助教　�小　林　智　之

1.�　日常性の回復と、災害後のリスクコミュニ

ケーション

大きな災害や事故に巻き込まれ自身の日常性を

崩された人々は、その後生活の再建を目指します。

東日本大震災は地震、津波、原発事故の複合災害

でした。とりわけ原発事故に関して、その対応に

は専門的な知識が必要とされました。たとえば、

特定の空間線量率の地域に住み続けることが安全

か、子どもや高齢者に深刻な影響が及ぶ可能性が

あるのか、県内の野菜やキノコ類を食べても大丈

夫かなど、実際に生活を送る中で直面する問題に、

放射線の身体影響についての専門知識がなければ

ならない状況でした。こうした状況で被災者の意

思決定を支援する方法として注目されたのがリス

クコミュニケーションです。リスクコミュニケー

ションとは、当該リスクに関して、個人や集団、

組織の間で情報や意見を交わすことから成る相互

作用プロセスと定義されます 1。

災害後のリスクコミュニケーションの最終目標

は被災者の日常性の回復です 2。リスクコミュニ

ケーションの実践モデルには、専門家と非専門家

との間の対話場面が想定されてきました 3，4。こ

こでの専門家とは、当該リスクについて専門的な

知識や見解を持つ科学者や有識者、または支援の

提供を行っている組織の担当者を指します。一方

の非専門家とは、リスクに直面したが専門的な知

識を持たない人々を指します。非専門家は、自分

の大切な人や自分自身のためにリスクに対して何

らかの意思決定を求められるが、意思決定を行う

だけの専門的な知識や見解を有しておりません。

したがって、専門家はそのリスクに関する知識や

見解の情報提供を求められます。ただし、専門家

から非専門家への一方向のコミュニケーション

は、両者の間の認識や価値観のずれによって失敗

する可能性があります 5。そのため、リスクコミュ

ニケーションの実践モデルでは、専門家と非専門

家の双方向コミュニケーションが重要視されてお

り 1、当該リスクにかかる問題について専門家と

非専門家の双方から意見を交わし、比較しながら、

両者にとって最適と思える意思決定を導くものが

提唱されています 4，6。

しかし、災害後のリスクコミュニケーションの

最終目標が被災者の日常性の回復であるならば、

専門家と非専門家の間の対話場面だけをリスクに

関する情報のやりとりの場として想定するのでは

不十分であることが考えられます。非専門家は、

リスクに関する情報を家族や友人から得ることも

あるし、専門家から情報を得たとしても自身の日

常性の回復過程にそのまま反映させるわけではあ

りません。人は、不確実な情報に対しては、親し

い人や自分と価値観のあった人の意見 7、または

社会的にコンセンサスを得られている意見 8 を信

頼できるものと判断する傾向にあります。また、

他者との会話の中で情報が共有されていくこと

で、人は、その情報の現実味を増していくとされ

ます 9。さらには、日常性を形成していく過程は、

個人だけでなく、家族とのコンセンサスを得なが

ら決定されることも多くあります。そのため、専

門家から提供された情報は、そのまま非専門家た

ちの中で日常性の回復過程に反映されるというよ

りも、他の非専門家とのコミュニケーション過程

を経ながら反映されるかが決まる可能性が考えら
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れます。

2.　調査の紹介

ここで、専門家と非専門家または非専門家同士

のリスクコミュニケーションが日常性の回復に及

ぼす影響について調査した研究を紹介します 10。

この研究では、東日本大震災で深刻な被害を受け

た宮城県と福島県の住民を対象に調査が行われま

した。上記の議論に関連して、専門家と非専門家

の間のリスクコミュニケーションの効果と非専門

家同士のリスクコミュニケーションの効果が同時

に検討されました。また、従来のリスクコミュニ

ケーション研究ではリスクコミュニケーションの

効果測定として行動変容やコミュニケーションへ

の満足度が主に測定されていましたが 11、この研

究では日常性の回復を最終的なアウトカムとし、

行動変容と自己効力感の高揚が媒介変数として扱

われました。

2.1.　方法

2.1.1.　参加者

2019 年 12 月に福島県の住民 800 名、宮城県の

住民 800 名を対象に調査票を郵送しました。参加

者は、それぞれの県の住民基本台帳から二段階無

作為抽出により選定されました。インフォームド

コンセントは書面で行われ、回答者は返信用封筒

にて提出しました。福島県では 303 名（回答率

37.9%、男性 147 名、女性 156 名、年齢 58.39 ± 

15.06 歳）、宮城県では 250 名（回答率 31.2%、男

性 110 名、女性 140 名、年齢 58.42 ± 14.59 歳）

が回答しました。

2.1.2.　調査項目

参加者はリスクコミュニケーションの効果指

標、災害後からの日常性の変化、人口統計データ

について回答を求められました（項目の詳細は論

文内で紹介 10）。

リスクコミュニケーションの効果指標には、

2011 年以降のリスクコミュニケーションに関す

る論文のシステマティックレビューから抽出され

た項目（知識の共有、満足いく対話、不安やスト

レスの解消、信頼関係の構築、行動変容、自己効

力感）が使用されました。それぞれ、医療者（専

門家）とのリスクコミュニケーションと家族や知

人などの周囲の人 （々非専門家）とのコミュニケー

ションについて 5 件法で尋ねました。

災害後からの日常性の変化では、健康状態、家

族や友人との関係、個人的活動または社会的活動

（運動、趣味や娯楽、音楽や絵画などの芸術、人

との交流）、新しい人との交流、ボランティア活

動への参加、町内会などの地域活動への参加、経

済状況について尋ねました。災害後からどれくら

い変化したかを 5 件法で尋ねました。

2.1.3.　倫理

本研究は、福島県立医科大学の倫理委員会に

よって承認されました （承認番号 2019-168）。

2.2.　結果

2.2.1.　リスクコミュニケーションの因子

最小平均偏相関と平行分析の結果、因子の数は

2 つまたは 3 つが推奨されたため、因子の解釈か

ら 2 因子構造を採用しました。最尤法と Promax

回転による探索的因子分析を実行しました。第 1

因子は医療者とのリスクコミュニケーションに

関する項目の因子負荷量が高かったため、医療

者 RC と名付けました。また、第 2 因子は周囲の

人とのリスクコミュニケーションに関する小目の

因子負荷量が高かったため、内集団 RC と名付け

ました。健康のための行動変容や自己効力感はい

ずれの因子にも高い因子負荷量も示しませんでし

た。
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行動変容と自己効力感を除いた項目群につい

て、福島県と宮城県の多母集団同時分析を行いま

した。すべての SEM は、WLSMV 推定を用い、

モデル適合度は CFI、SRMR、RMSEA を使用し

ました。CFI は 0.95 より上、SRMR は 0.08 未満、

RMSEA は 0.06 未満においてモデルは適切であ

るとしました。モデルに制約を加えていった際の

CFI の変化値に基づいて測定不変性について検討

したところ、因子負荷量、切片、観測変数の誤差

の分散について制約したモデルが認められ、測定

不変性が確認されました （CFI = 0.998，SRMR = 

0.067， RMSEA = 0.018）。

2.2.2.　日常性の因子

災害後からの日常性の変化の項目については、

適合度指標を基づき、測定方程式モデルを決定し

ました。その結果、4 つの下位因子を持つ 1 因子

構造で構成されていました。包括的な 1 因子は、

日常性の回復因子と名付け、下位因子はそれぞれ

個人的活動、社会的活動、人間関係、健康・経済

と名付けました。福島県と宮城県の多母集団同時

分析の結果、弱い測定不変性が確認されました 

（CFI = 0.968，SRMR = 0.078，RMSEA = 0.036）。

2.2.3.�　リスクコミュニケーションと日常性の回

復

リスクコミュニケーションの効果指標の因子

と、日常性の回復因子、行動変容と自己効力感の

観測変数から成る媒介モデルについて SEM を実

施しました。福島県と宮城県の多母集団同時分析

を行い、構造不変性を検討しました。その結果、

因子負荷量、切片、観測変数の誤差の分散及び、

回帰係数についても制約したモデルが認められま

した。すなわち、福島県と宮城県の間で違いは見

られませんでした。そのため、これらの都道府県

をプールしたモデルにおいて媒介モデルを実施し

ました（CFI = 0.968, SRMR = 0.066, RMSEA = 

0.039）。

SEM の結果、医療者 RC は日常性の回復に直

接的な負の影響が示されました（standardized 
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図１�　リスクコミュニケーションと日常性の回復における媒介モデル。パス係数は回帰係数
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b = − 0.239, 95% confidence interval [CI] = [ −

0.375, − 0.103], z = − 3.444, p < .05）。一方、医

療者 RC は行動変容を介して日常性の回復に間

接的な正の影響が示されました（standardized 

b = 0.053, 95% CI = [0.011, 0.096], z = 2.450, p < 

.05）。自己効力感を介した影響は見られませんで

した（standardized b = 0.035, 95% CI = [ − 0.002, 

0.072], z = 1.861, ns.）。

内集団 RC は日常性の回復に直接的な正の

影響が示されました（standardized b = 0.280, 

95% CI = [0.118, 0.442], z = 3.388, p < .05）。 ま

た、行動変容（standardized b = 0.058, 95% CI 

= [0.012, 0.104], z = 2.484, p < .05）と自己効力感

（standardized b = 0.079, 95% CI = [0.031, 0.127], 

z = 3.254, p < .05）を介した間接的な正の影響が

示されました。

3.�　非専門家中心のリスクコミュニケーションモ

デル

本調査では、東日本大震災の被災地におけるリ

スクコミュニケーションと日常性の回復との関係

について検討しました。分析の結果、医療の専門

家とのリスクコミュニケーションは行動変容を介

して日常性の回復に寄与していましたが、直接的

な正の効果は確認されませんでした。一方で、家

族や友人などの周囲の人とのリスクコミュニケー

ションは直接的にも間接的にも日常性の回復に寄

与していました。これまでのリスクコミュニケー

ションモデルでは、専門家と非専門家との間のコ

ミュニケーションが重視されていましたが、この

結果は非専門家同士のコミュニケーションの重要

さを示唆しているでしょう。

本調査の結果にはいくつかの限界があるもの

の、最後に従来のリスクコミュニケーションモデ

ルから、非専門家中心の新たなモデルへの拡張の

可能性について述べます。

まず、リスクに直面した人々が積極的な意思決

定を行うために、専門家からの知識や見解の提供

は変わらず重要です。しかし、従来のモデルでは

非専門家の意見は静的な存在として想定されてい

たが 4，5、実際には非専門家同士でコミュニケー

ションを行い、その中で意見を流動させていく動

的な存在であると考えられます。これは、専門家

が、その動的なコミュニケーションネットワーク

専門家 非専門家 専門家

非専門家のコミュニケー
ションネットワーク

図２�　リスクコミュニケーションモデル。左図は従来のリスクコミュニケーションモデルで、右図は
非専門家を中心とした新たなリスクコミュニケーションモデル
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と対話をしていくことを意味します。専門家は、

非専門家同士のコミュニケーションネットワーク

からその特徴や意見を抽出し、そのうえでコミュ

ニケーションネットワークの動きに乗せる形で情

報提供を行っていくことが求められるでしょう。

たとえば、非専門家のコミュニケーションネット

ワークでは、特定の見解が偏って支配的になるエ

コーチャンバーと呼ばれる現象が見られるかもし

れないし、特定の問題をめぐって意見の対立が起

こるかもしれません。専門家は、偏った意思決定

が生まれないように、提供する情報の内容や表現

を工夫する必要があるでしょう。あるいは、情報

の発信者として、それぞれの見解と整合した価値

観を持つ人に代弁してもらうことも必要になるか

もしれません。また、ネットワークのハブに焦点

を当てた情報発信をすることでコミュニケーショ

ンネットワーク内に広く情報を広めることもでき

るかもしれません。いずれにしても、災害後の日

常性の回復につながるようなリスクコミュニケー

ションを実現するためには、リスクコミュニケー

ションの中心を専門家と非専門家の間のコミュニ

ケーションに置くのではなく、非専門家同士のコ

ミュニケーションに置き、専門家はアドバイザー

やファシリテーターとしての役割を担うことが重

要であると考えられます。

4.　まとめ

ここでは、リスクに関する情報が非専門家の間

で社会的に処理される可能性に基づき、リスクコ

ミュニケーションの実践モデルについて拡張可能

性について議論しました。実際、宮城県と福島県

を対象とした調査では、周囲の人とのリスクコ

ミュニケーションが日常性の回復に影響していた

ことが確認されました。専門家は、意思決定につ

ながるようなリスクに関するコミュニケーション

が非専門家同士の間で行われる可能性に注意し

て、アドバイザーやファシリテーターとしての役

割を担うことが求められるでしょう。今後、非専

門家中心のリスクコミュニケーションモデルの可

能性について詳細な検討が求められます。
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